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意見提出者 個人 

 
１．項目 私的録音録画補償金制度 

２．既存の制

度・規制等

に よ っ て

Ｉ Ｃ Ｔ 利

活 用 が 阻

害 さ れ て

い る 事

例・状況 

私的複製によって生じる著作権者の経済的不利益を補償するため、Ｍ

Ｄ、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の分離型録音録画専用デジタル録音録画機

器・媒体に私的録音録画補償金が賦課されている。文化庁文化審議会に

おいて、数年に渡り縮小・廃止に向けた検討が行われ、補償金のそもそ

もの意義が問われた中で、その解決をおざなりにしたまま、２００８年

の６月にダビング１０解禁のために文部科学大臣と経済産業大臣の間

で暫定的な措置としてブルーレイ課金の合意がなされ、消費者不在の

中、２００９年の５月に著作権施行令の改正によってブルーレイへの課

金まで実施された。さらには、この問題について、メーカーと補償金管

理協会の間で訴訟が行われるにまで至っている。 

 確かに今はコピーフリーのアナログ放送もあるが、ブルーレイにアナ

ログ放送を録画することはまずもって無いと考えられるため、アナログ

放送の存在もブルーレイ課金の根拠としては薄弱であり、そのアナログ

放送も２０１１年には止められる予定となっている。 

 特に、権利者団体は、ダビング１０への移行によってコピーが増え自

分たちに被害が出ると大騒ぎをしたが、移行後２年以上経った今現在に

おいても、ダビング１０の実施による被害増を証明するに足る具体的な

証拠は全く示されておらず、ブルーレイ課金に合理性があったとは私に

は全く思えない。 

 わずかに緩和されたとは言え、今なお地上デジタル放送にはダビング

１０という不当に厳しいコピー制限がかかったままである。こうした実

質的に全国民に転嫁されるコストで不当に厳しい制限を課している機

器と媒体にさらに補償金を賦課しようとするのは、不当の上塗りであ

る。このような不当に厳しいコピー制限が維持される限り、私的録画補

償金は廃止するべきである。 

 文化庁の文化審議会著作権分科会における数年の審議において、補償

金のそもそもの意義についての意義が問われたが、今に至るも文化庁

は、天下り先である権利者団体のみにゆだね、この制度に関する根本的

な検討を怠っている（文化庁は、基本問題小委員会を設けたが、始めか

らメンバーが権利者団体のみに片寄っており、このような小委員会で著

作権の根本に関わる問題など検討できないことは明白である）。 

 世界的に見ても、メーカーや消費者が納得して補償金を払っていると

いうことはカケラも無く、権利者団体がその政治力を不当に行使し、歪

んだ「複製＝対価」の著作権神授説に基づき、不当に対象を広げ料率を

上げようとしているだけというのがあらゆる国における実情である。表

向きはどうあれ、大きな家電・ＰＣメーカーを国内に擁しない欧州各国
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は、私的録音録画補償金制度を、外資から金を還流する手段、つまり、

単なる外資規制として使っているに過ぎない。 

 この制度における補償金の対象・料率に関して、具体的かつ妥当な基

準はどこの国を見ても無いのであり、この制度は、ほぼ権利者団体の際

限の無い不当な要求を招き、莫大な社会的コストの浪費のみにつながっ

ている。機器・媒体を離れ音楽・映像の情報化が進む中、「複製＝対価」

の著作権神授説と個別の機器・媒体への賦課を基礎とする私的録音録画

補償金は、既に時代遅れのものとなりつつあり、その対象範囲と料率の

デタラメさが、デジタル録音録画技術の正常な発展を阻害し、デジタル

録音録画機器・媒体における正常な競争市場を歪めているという現実

は、補償金制度を導入したあらゆる国において、問題として明確に認識

されなくてはならないことである。 

 

３．ＩＣＴ利

活 用 を 阻

害 す る 制

度・規制等

の根拠 

著作権法第３０条第２項 

著作権法第５章 

著作権法施行令第１章 

４．ＩＣＴ利

活 用 を 阻

害 す る 制

度・規制等

の 見 直 し

の 方 向 性

に つ い て

の提案 

１．そもそも、著作権法の様な私法が私的領域に踏み込むこと自体がお

かしいのであり、私的領域での複製は原則自由かつ無償であることを法

文上明確にする。また、刑事罰の有無に関わらず、外形的に違法性を判

別することの出来ない形態の複製をいたずらに違法とすることは社会

的混乱を招くのみであり、厳に戒められるべきである。 

２．特に、補償金については、これが私的録音録画を自由にすることの

代償であることを法文上明確にする。すなわち、私的録音録画の自由を

制限するＤＲＭ（コピーワンスやダビング１０ほどに厳しいＤＲＭ）が

かけられている場合は、補償措置が不要となることを法文上明確にす

る。 

３．また、タイムシフト、プレースシフト等は、外形的に複製がなされ

ているにせよ、既に一度合法的に入手した著作物を自ら楽しむために移

しているに過ぎず、このような態様の複製について補償は不要であるこ

とを法文上明確にする。実質権利者が３０条の範囲内での複製を積極的

に認めているに等しい、レンタルＣＤやネット配信、有料放送からの複

製もこれに準じ、補償が不要であることを明確にする。 

４．私的録音録画の自由の確保を法文上明確化するとした上で、私的録

音録画を自由とすることによって、私的複製の範囲の私的録音録画によ

ってどれほどの実害が著作権者に発生するのかについてのきちんとし

た調査を行う。 

 この実害の算定にあたっては、補償の不必要な私的複製の形態や著作

権者に損害を与えない私的複製の形態があることも考慮に入れ、私的録

音録画の著作権者に与える経済的効果を丁寧に算出する。単に私的録音
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録画の量のみを問題とすることなど論外であり、その算定に当たっては

入念な検証を行う。 

５．この算出された実害に基づいて補償金の課金の対象範囲と金額が決

められるべきである。特に、その決定にあたっては、コンテンツ産業振

興として使われる税金や受信料・電波の割当といった各種の公的に与え

られている既得権益も補償金の一種ととらえられることを念頭に置く

べきである。この場合でも、将来の権利者団体による際限の無い補償金

要求を無くすため、対象範囲と金額が明確に法律レベルで確定される必

要がある。あらゆる私的録音録画について無制限の補償金要求権を権利

者団体に与えることは、ドイツ等の状況を見ても、社会的混乱を招くの

みであり、ユーザー・消費者・国民にとってきちんとセーフハーバー（あ

らかじめ定められた一定のルール、範囲のもとで行動する限り違法ない

し違反にならないとされる範囲）として機能する範囲・金額の確定が行

われなくてはならない。 

 あるいは、実害が算出できないのであれば、原則にのっとり、私的録

音録画補償金制度は廃止されるべきである。 

６．集められた補償金は、権利者の分配に使用されることなく、全額違

法コピー対策やコンテンツ産業振興などの権利者全体を利する事業へ

使用されるようにするべきである。 

 なお、天下り先の権利者団体のみにおもねり、国益を無視して暴走す

る文化庁には、もはや、この問題の検討能力は完全に無い。上記のよう

な方向性で検討する必要があると私は考えているが、無理なようであれ

ば、この制度を現行のまま完全に凍結すると閣議決定することも、合わ

せ検討するべきである。 

 

 


